
 1

行政評価・改革推進委員会にて議論いただく事業 

 

１． アウトソーシングの推進 

○ 箕面市アウトソーシング（ＭＯＳ）計画を推進中 

・ 公立保育所７所のうち、３所を民営化する方針で調整中。単なるコスト削減でなく、削

減コストの一部をサービス拡充に振り向けたい。 

・ ごみ収集業務の民間委託の拡大に向けて調整中。生み出される人員でリサイクルの

推進などの充実を考えている。 

○ 現業部門だけでなく、事務部門・窓口部門についてもアウトソーシングの可能性がある。民

間企業ではどうしているのか？ 

○ 民間委託の方がコストが低く、その大きな要因は人件費だが、行政も民間と張り合えるレ

ベルまでコスト削減を考える必要があるのではないか？ 

 

【事業例】 

・保育所民営化準備事業   

・ごみ収集事業 

・学校給食調理業務委託事業 

・中央図書館管理事業（移動図書館運転業務等） 

 

 

２． 個人給付的な事業の見直し 

○ 広く集めた税金の投入先として、個人への給付の色合いが濃い事業については、さらなる

見直しを進めていく必要があるが、どういうコンセプトで見直しを進めたらよいか？（例として、

長寿祝い金をＨ１４年度に見直している（７０歳以上全員に支給（５千円～１万５千円）を、

７７・８８・９９歳と１００歳以上（一律７千円）にした）。） 

・ 経済的な必要性の精査（所得制限をかける必要があるのではないか） 

・ 効果面の必要性の精査（対象者の条件と見極めが適切にされているかどうか） 

・ 効果・意義の検証（給付された個人にとっての効果ではなく、給付対象者以外（税金

を負担するだけの人々）への社会的な効果がちゃんとあるかどうか） 

・ 民間サービスとの重複（従来なかったサービスの登場や低価格化） など 

 

【事業例】 

・市営葬儀事務事業 

・はり灸マッサージ施術助成事業   

・日常生活用具給付事業（紙おむつ） 

・災害見舞金等支給事業 

・交通遺児奨学金給与事業 
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３． 補助金制度の見直し 

○ 各種の補助金について、さらなる見直しを進めていく必要があるが、どういうコンセプトで見

直しを進めたらよいか？ 

・ 類似の補助金の統廃合（事務の効率化、市民からのわかりやすさ） 

・ 創設時の意義が今でもあるのかどうか など 

○ そもそも補助金は一度はじめたらやめにくく、永続的に続いてしまう傾向がある。補助金の

性格について、いくつか類型があるのではないか？創設時に時限などを明確にしておくべ

きではないか？ 

・ テーマについての社会的な誘導効果？（ゼロから普及させるためのもの） 

→ スタートアップの起爆剤として時限にすべきではないか 

・ 常に誘導し続けるためのインセンティブ？（良好なまちづくりなど） 

→ 「お金」で誘導し続ける必要があるのか、規制・誘導策などの制度対応が本旨では

ないか 

・ 社会的弱者などへの継続的な支援？ 

→ 実施そのものの是非、規模や範囲は適正かどうか 

 

【事業例】 

・社会教育関係団体育成事業   

・青少年関係団体育成事業 

・地域集会施設整備事業 

・学校給食実施事業 

 

 

 

４． 歳入の確保 

○ 歳出削減だけでなく、他市町村の取り組みなども参考にしながら、歳入確保に力をいれる

ことも必要ではないか？どのような方策があるか？ 

・ 税収の確保（滞納対策の推進、税率の見直し、前納報奨制度の見直し） 

・ 新たな収入源の確保策（広告事業） など 

 

【事業例】 

・法人市民税賦課事務事業 

・市税収納整理事務事業 
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５． 企業会計への繰り出し 

○ 一般会計から企業会計への繰り出しについては、法令で定められた基準の範囲外の繰り

出しを廃止してきたが、公営企業体の努力を十分に促進できているのか？さらに検討す

べき事項はないか？ 

・ 独立した経営体として、どこまで市が介入すべきか 

・ 公営企業会計の全部適用、地方独立行政法人化、民営化の可能性 

 

【事業例】 

・病院事業会計繰出事業 

・水道事業会計繰出事業 

 

 

６． 二重給付の可能性？ 

○ 生活保護費には光熱水費が算入されているが、生活保護世帯に対する水道料金・下水

道料金の減免制度は、二重給付となっているのではないか？ 

 

【事業例】 

・水道事業会計繰出事業 

・公共下水道事業会計繰出事業 

 

 

７． 役割を終えた可能性のある取り組み 

○ 過去に必要性のあった事業であっても、社会状況の変化によって役割を終えていると考え

られる事業もある。一方、その受益者との関係では、事業を廃止しづらいが、どういうコンセ

プトで見直しを進めたらよいか？ 

・ 市内に温水プールが少なかった時代に創設した民間温水プールの借り上げ事業 

・ 保育所や幼稚園のプールや園庭の地域開放や地域子育て支援策を実施していなか

った時代に創設した児童水遊場 

・ リサイクル意識の高まっていない時代に創設した不用品交換情報提供制度 など 

 

【事業例】 

・市内民間温水プール一部借り上げ事業   

・児童水遊場管理事業 

・資源循環課一般事務経費（不用品交換情報） 

・青少年吹奏楽団育成事業 

・民営駐車場助成事業 


